
 

 

第８期 決算公告 

令和４年６月２０日 

大阪市天王寺区上本町六丁目１番５５号 

近畿日本鉄道株式会社 

取締役社長  都司 尚 

貸 借 対 照 表 

（令和４年３月31日現在） 

 
（単位：百万円） 

 
科 目 金 額 科 目 金 額 

 
（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

未 収 運 賃 

未 収 金 

未 収 収 益 

貯 蔵 品 

前 払 金 

前 払 費 用 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

鉄 軌 道 事 業 固 定 資 産 

そ の 他 事 業 固 定 資 産 

各 事 業 関 連 固 定 資 産 

建 設 仮 勘 定 

投 資 そ の 他 の 資 産 

関 係 会 社 株 式 

投 資 有 価 証 券 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 の 投 資 等 

投 資 評 価 引 当 金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 
 

21,208 

1,339 

4,859 

7,171 

381 

2,575 

3,488 

658 

738 

△4 

831,283 

752,256 

12,184 

3,745 

4,778 

58,318 

14,595 

14 

5,025 

42,673 

△3,990 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

（ 負 債 の 部 ）  

流 動 負 債 154,915 

短 期 借 入 金 119,097 

未 払 金 10,034 

未 払 費 用 3,681 

未 払 消 費 税 等 3,205 

未 払 法 人 税 等 110 

預 り 連 絡 運 賃 656 

預 り 金 3,310 

前 受 運 賃 6,695 

前 受 金 1,127 

賞 与 引 当 金 3,602 

そ の 他 の 流 動 負 債 3,393 

固 定 負 債 543,075 

長 期 借 入 金 441,559 

繰 延 税 金 負 債 3,041 

再評価に係る繰延税金負債 78,795 

そ の 他 の 固 定 負 債 19,678 

負 債 合 計 697,990 

（ 純 資 産 の 部 ）  

株 主 資 本 27,116 

資 本 金 100 

資 本 剰 余 金 30,100 

資 本 準 備 金 100 

そ の 他 資 本 剰 余 金 30,000 

利 益 剰 余 金 △3,083 

そ の 他 利 益 剰 余 金 △3,083 

繰 越 利 益 剰 余 金 △3,083 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 127,384 

土 地 再 評 価 差 額 金 127,384 

純 資 産 合 計 154,501 

資 産 合 計 852,492 負 債 純 資 産 合 計 852,492 



 

 

損 益 計 算 書 

( 令和３年４月１日から 
令和４年３月31日まで ) 

 
（単位：百万円） 

 
科 目 金 額 

鉄 軌 道 事 業   

営 業 収 益 107,006  

営 業 費 106,417  

営 業 利 益  588 

そ の 他 事 業   

営 業 収 益 4,190  

営 業 費 4,870  

営 業 損 失  679 

全 事 業 営 業 損 失  90 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 8  

そ の 他 の 収 益 320 329 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 4,927  

そ の 他 の 費 用 47 4,974 

経 常 損 失  4,735 

特 別 利 益   

工 事 負 担 金 等 受 入 額 5,177  

そ の 他 の 特 別 利 益 249 5,427 

特 別 損 失   

工 事 負 担 金 等 圧 縮 額 5,136  

子 会 社 等 関 連 損 失 290  

そ の 他 の 特 別 損 失 45 5,471 

税 引 前 当 期 純 損 失  4,780 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △4,336  

法 人 税 等 調 整 額 △56 △4,393 

当 期 純 損 失  387 



 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

 市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 移動平均法に基づく原価法 

 なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま

す。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

鉄軌道事業取替資産 取替法 

建物 定額法 

構築物 定額法 

鉄軌道事業けいはんな線の機械装置及び工具器具備品 定額法 

その他の有形固定資産 定率法 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産 
 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

 営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

（２）投資評価引当金 

 市場価格のない株式を適正に評価するため、投資先の資産状態等を勘案して、特に計上

を要すると認められる金額を計上しております。 

（３）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生していると認められる金額を計上しております。退職給付債

務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により発生時から費用処理しております。数理計算上

の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より発生時の翌期から費用処理しております。なお、当期末においては年金資産が退職給

付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した金額を超過している

ため、当該超過額42,304百万円はその他の投資等に含めて計上しております。 

(追加情報) 

退職年金制度の変更 

 当社では、60歳から65歳への定年延長に伴い、令和３年12月21日付で退職年金規則を改

定し、確定給付年金制度を変更しました。これに伴い、退職給付債務が20,924百万円減少

し、過去勤務費用が同額発生しております。 

 過去勤務費用については、当期より従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処理しております。  



 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

 当社は乗車券類を購入した顧客に対し、旅客輸送サービスを提供しており、旅客輸送サービ

スを提供した時点で履行義務が充足されると判断し、原則として乗車日に収益を認識しており

ます。 

 なお、定期券については、有効期間にわたって履行義務が充足されるものとし、有効期間の

経過につれて収益を認識しております。 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）工事負担金等の会計処理 

 鉄軌道事業における高架化工事や踏切道拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等か

ら工事費の一部として工事負担金等を受け入れております。工事負担金等により固定資産

を取得した場合には、取得原価から工事負担金等相当額を直接減額したものを固定資産の

取得価額とし、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、取得原価から直接減

額した金額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。 

（２）連結納税制度の適用 

 近鉄グループホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用してお

ります。 

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

 当社は、翌期から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。た

だし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグ

ループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直し

が行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果

会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いに

より、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２

月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前

の税法の規定に基づいております。 

 なお、翌期の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人

税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する

場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）を適用

する予定であります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．担保に供している資産 

鉄軌道事業固定資産 670,255百万円 

 近鉄グループホールディングス株式会社の財団抵当借入金に対して、担保に供しているもの

であります。 

３．有形固定資産の減価償却累計額 770,618百万円 

４．偶発債務 

保証債務 1,011,370百万円 

重畳的債務引受による連帯債務 0百万円 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する短期金銭債権 505百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 119,546百万円 

関係会社に対する長期金銭債務 441,559百万円 

６．工事負担金等の圧縮記帳累計額 246,209百万円 

７．事業用固定資産 

有形固定資産 764,261百万円 

土地 398,313百万円 

建物 38,024百万円 

構築物 280,098百万円 

車両 36,038百万円 

その他 11,787百万円 

無形固定資産 3,924百万円 



 

８．土地の再評価 

 土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額に係る税効果相

当額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価

差額金として純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算出す

る方法、同条第４号に定める路線価に基づき算出する方法及び同条第５号に定める不動産鑑

定士による鑑定評価額により算出する方法によっております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

 

（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産の発生の主な原因は繰越欠損金及び賞与引当金であり、繰延税金負債の発生の主な

原因は前払年金費用であります。なお、投資その他の資産に属する繰延税金資産と固定負債に属す

る繰延税金負債とは相殺して表示しております。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 
  

種 
類 

会社等の名称 
又は氏名 

議決権の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

     百万円  百万円 

親 
 
会 
 
社 

近鉄グループホ 
ールディングス 
株 式 会 社 

被所有 
直接 

100.0% 
資金の貸借等 

キ ャ ッ シ ュ 
マ ネ ジ メ ン 
ト シ ス テ ム 
借 入 金 
（注１） 

 
10,072 

 
短期借入金 4,811 

 
資金の借入 
（注２） 

 
30,000 

 

短期借入金 

 

114,286 

93,100 長期借入金 441,559 

 
利息の支払 
（注２） 

 
4,927 

 

 
未払費用 

 

 
80 
 

債務の保証 
（注３） 

1,010,704 
 

― 
 

― 
 

担保の提供 
（注４） 

670,255 
 

― 
 

― 
 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）近鉄グループホールディングス株式会社のキャッシュマネジメントシステムによる資金貸

借の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定されたものであります。なお、取引

が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高を記載しております。 

（注２）近鉄グループホールディングス株式会社による資金調達の一元化に伴うものであり、金利

については同社の調達コストに基づき決定しております。 

（注３）近鉄グループホールディングス株式会社の社債及び金融機関からの借入金に対して保証し

たものであります。なお、保証料の受取は行っておりません。 

（注４）近鉄グループホールディングス株式会社の財団抵当借入金に対して、当社の鉄軌道事業固

定資産の一部を担保に供しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 386,253,214円 

１株当たり当期純利益 △967,622円 

（注）１株当たり当期純利益における△印は損失を示しております。 


